
はじめに

　近年、ＩＴ（情報技術）は、めざましい技術開

発と急速なサービスの普及を示しており、産業活

動や市民生活に欠かせない要素となりつつある。

山陰地域には、電気機械製造業を中心に様々な大

手誘致企業が立地し、最先端の部品・製品を開

発・生産し、市場に供給してきている。このよう

なＩＴ関連製造業は、世界的なコスト競争にさら

されており、国内生産拠点の集約や海外生産への

シフトもみられるなど、経営環境は著しく変化し

ている。また、情報通信インフラの整備が進展す

る中で、インターネットや携帯電話等を活用した

企業の業務効率化、地域情報化を多彩な手法で支

援する情報通信サービス業の成長も期待が高まっ

ている。

　そこで、本稿では情報通信機器やサービス等の

一定の導入や普及を遂げ、さらに成長が期待され

るＩＴ関連産業の動向をみていく中で、山陰地域

としての今後の展望を考察していきたい。

１．ＩＴ関連産業をめぐる動き

�　ＩＴ（情報技術）と社会・産業の動向
　�ＩＴの発展と普及
　情報通信機器・サービスの高度化・高機能化

はこれを支える電子工学や電気工学の発展によ

り、日進月歩で変化を遂げてきている。

　携帯電話やパソコンに代表される情報通信機

器は、この４～５年で急速に普及しており、か

つて流行語にも挙がった「ＩＴ革命」はいまや

人々の日常生活においてごく自然なものとして

浸透しつつある（図表１）。

　�ＩＴ化のもたらす社会・産業の変化
　ａ．端末やサービスの浸透
　平成１３年、政府のＩＴ戦略本部によって決定

された「�－�����戦略」においては、重点計画

の策定や戦略の見直し等を行いながら「平成１７

年に世界最先端のＩＴ国家」となることを目指

した施策が展開されている。

　その中では、特に高速・大容量のインター

ネット接続サービスの利用が急増し、事業所に

おける情報通信機器等の保有率、インターネッ

トの利用率は高い水準に達している。

　ｂ．産業の情報化
　ネットワーク環境の整備に伴い、企業、個人

による情報の受発信が活発化しており、企業活

動における顧客管理、サービス提供での情報・
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図表１　主な情報通信機器の世帯保有状況

（資料）総務省「通信利用動向調査」
（注）ネット対応型携帯電話は「携帯電話」の内数を表示



通信技術の活用が拡がりつつある。ＩＴ関連機

器、情報通信サービスの導入等による経営・事

務事業の効率化や新たなビジネスの展開等、既

存の事業の情報化はますます進展しており、こ

れに関わる投資は企業の生産性の向上や競争力

の強化に欠かせないものとなってきている。

�　ＩＴ関連産業の枠組み
　デジタル技術分野の高度化と製品・サービスの

急速な普及により、ＩＴ関連産業は様々な産業と

密接な関わりを持つに至っている。このため、生

産品目やサービスの対象も幅広く、全体像を捉え

ることは容易ではないが、製造業ではパソコンや

携帯電話に代表される情報通信機器の開発・生産

が増加する中で、統計上の分類もこれに対応して

きている。

　日本標準産業分類では、平成１４年の改訂により、

製造業におけるこれまでの「電気機械」の産業分

類の中から「情報通信機械」と「電子部品・デバ

イス」を分離して３分割し、工業統計調査や鉱工

業指数等において公表している。また、サービス

業に関しては「情報通信業」が設定され、通信業

や情報サービス業だけでなく、近年急速に成長し

たインターネット関連の事業を含む産業によって

構成されている（図表２）。

　そこで、本稿においては、このような電気機械

関連製造業及び情報通信業をＩＴ関連産業と捉え、

山陰において中心となる業種の動向や特性を分

析・検討していくこととする。

２．ＩＴ関連製造業の現状

　急速な技術革新に伴い、利用が広がっている情

報通信機器やサービスは、多種多様な製品・部品

を開発、製造することによって提供されている。

その中でもここでは、電気機械製造業を中心に全

国の動向と山陰を比較し、主要な製造品目や地域

的な特徴をみていく。

�　統計数値から見た近年の動向
　工業統計調査をもとに、山陰と全国の電気機械

製造業の特性や傾向を整理する。なお、時系列の

動向をみるため、平成１４年については「電気機械」、

「情報通信機械」、「電子部品・デバイス」の３業種

を合計した数値を用いることとする。

　�電気機械・ＩＴ関連製造業の概況
　ａ．事業所数、従業者数
　山陰の事業所数は、平成１４年で３２１社となっ

ており、全国と同様に減少傾向が続いている。

また、近年の島根県の減少率が高く、事業所数

は鳥取県の半分以下となっている。なお、山陰

の事業所ベースの過去５年間のピークである平

成１０年と平成１４を比較すると▲２４．１％となり、

全国（▲２４．７％）と同様の傾向となっている。

　また、平成１４年の従業者数は２２，７８９人で減少

傾向がみられる。なお、平成１０年と比較すると、

▲１７．８％とで減少幅は全国（▲２０．４％）よりも

小さい。

　ｂ．製造品出荷額等
　山陰の平成１４年の製造品出荷額等は、　８，６２６

億１７百万円（対前年比２．２％増）となっている。

平成１３年の両県での出荷額は、全国と同様に

「ＩＴバブルの崩壊」に呼応し大幅な減少となっ

たが、全国が平成１４年も前年比で▲１２．２％と２

年連続で減少を示す一方で、鳥取県が前年比増

に転じ、島根県も微減にとどまっていることか

ら、山陰での生産動向には底堅さがみられる。

（図表３）。

　ｃ．事業所規模・労働生産性
　平成１４年の山陰両県の１事業所当たり従業者

数は７１人で、全国（５９人）を上回っており、人
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図表２　ＩＴ関連産業の構成

  
 
  

 
 
 

 
 

 
（資料）日本標準産業分類より



員面での企業規模は大きいことがうかがえる。

　また、１事業所当たり製造品出荷額等は２６億

８７百万円で、１事業所当たりの従業者数と同様

に全国レベルの企業規模より大きい（図表４）。

　その一方で、山陰両県の従業者一人当たり付

加価値額は８９７万円で、平成９年以降順調に上

昇していたが、平成１２年をピークに大きく落ち

込んでいる。平成２年の山陰両県はほぼ同額で

あったが、平成７年には鳥取県が島根県を約

２００万円上回っている。その後、鳥取県は平成

１２年に１，０００万円を超えるなど高い水準にある。

　一方、島根県は平成１２年（８４４万円）を除い

て概ね６００万円台であったが、平成１４年は７２６万

円となり、労働生産性は向上してきている。し

かし、山陰両県と全国（平成１４年：１，０９９万円）

には依然として大きな格差があり、全体として

労働生産性は低い（図表５）。

　�製造業に占める電気機械・ＩＴ関連製造業の
　　位置
　ａ．他の業種との比較
　製造業におけるＩＴ関連製造業（「電気機械」、

「情報通信機械」、「電子部品・デバイス」の合

計）の構成比を県別にみると、鳥取県は平成１４

年で事業所数１７．６％、従業者数３５．５％を占め、

ともに全国を大きく上回っている。島根県は、

従業者数では平成１２年以降全国を上回っている

が、事業所数の構成比は平成１４年で５．６％と全

国（７．７％）を下回っている（図表６）。

　また、製造品出荷額等をみると、鳥取県は昭

和６０年時点で既に３割を占め、これに次ぐ「飲

料・たばこ・飼料」、「食料品」等の他の業種を

大きく上回って高い割合で推移しており、平成

１４年には４８．６％と半数近くまでに上昇している。
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図表３　電気機械・ＩＴ関連製造業の動向

（資料）経済産業省、鳥取県、島根県「工業統計表」
（注）平成１０�年は事業所の捕そくをおこなっているため、
前年比は調整済数値．平成１４�年は新産業分類における
「電気機械」「情報通信機械」「電子部品・デバイス」を合
計したもの。

図表４　事業所規模・労働生産性の比較（平成１４年）

（資料）経済産業省、鳥取県、島根県「工業統計表」

図表５　従業者一人当たり付加価値額の推移

（資料）経済産業省、鳥取県、島根県「工業統計表」



このように鳥取県では、いずれも全国を上回っ

ており、県の基幹産業となっている。

　一方の島根県の構成比は、平成１４年で３６．３％

となっている。平成７年以降、「鉄鋼」、「一般

機械」等の他業種を大きく引き離して上昇し、

平成１２年には３８．２％と約４割を占めるまでに

至っている（図表７）。

　山陰両県ともに出荷額ベースでは、全国の構

成比（平成１４年：１７．１％）を大きく上回ってお

り、山陰の重要な産業としての位置を占めてい

るといえる。

　ｂ．全国との比較
　次に、このＩＴ関連製造業の出荷額を都道府

県別にみると、鳥取県の出荷額は３０位、島根県

は３４位となっている。上位には、東京、愛知、

神奈川、大阪など、大都市圏を擁する地域が挙

がっている。

　なお、製造業の出荷額に占める同産業の割合

をみると、山形（４７．６％）、秋田（４３．６％）、長

野（４１．２％）等が高いが、鳥取（４８．６％）を下

回る一方、出荷額ベースではいずれも山陰を大

きく上回る。山陰両県では、製造業全体の出荷

額が少ない中で��関連のウエイトが大きく、地

域の重要な産業であると同時に、他県と比較す

ると、同産業への依存度の高さがうかがえる

（図表８）。

�　特色・特性
　ここでは、統計数値等をもとに、山陰両県の生

産品目と地域的な特色・特性をみていく。

　�生産品目からみた特色
　平成１４年の工業統計の産業細分類別統計表に

より、製造品出荷額等からみた山陰両県の生産

品目の特徴を全国と比較してみた。

　ａ．鳥取県
　まず、鳥取県をみると、「通信機械器具・同関

連機械器具」が１８．７％を占めており、「民生用

電気機械器具」も１１．６％とそれぞれ全国より高

い（図表９）。

―� ―��

図表７　製造品出荷額における電気機械・ＩＴ関連の構成比

（資料）島根県「工業統計表」（資料）鳥取県「工業統計表」

図表６　電気機械・ＩＴ関連の構成比

（資料）経済産業省、鳥取県、島根県「工業統計表」



　特に、「電子部品・デバイス」は５９．３％を占め

ており、全国（３４．５％）を大きく上回っている。

この内訳をみると、「その他の電子部品」が

３３．４％を占めている。この中には液晶デバイス、

セラミック・センサ、磁性材部品等の多彩な品

目が含まれるものと考えられる。この他にも、

「プリント回路」（９．１％）、「コネクタ・スイッ

チ・リレー」（６．５％）等も全国の構成比を上回

るなど、生産品目は幅広い電子部品によって構

成されている（図表１０）。

　ｂ．島根県
　島根県をみると、「電子計算機・同付属装置」

が６５．７％を占め、全国（１１．９％）と比べても極

めて高い。また、「電子部品・デバイス」も

２６．２％と高く、この２つの業種で９０％以上を占

めている。電気機械は島根県の製造業における

製造品出荷額の高い割合を占めてきているが、

生産品目としては、非常に偏った製品構成と

なっている（図表９）。

　「電子部品・デバイス」の内訳をみると、「抵抗

器・コンデンサ・変成器・複合部品」（２３．８％）

が全国（２．６％）を大きく上回っているが、その

他に特徴的な品目がなく、電子部品・デバイスの

製品群にも偏りがみられる（図表１０）。

　�地域的な特色
　現在の山陰における基幹的な産業のひとつと

なっているＩＴ関連製造業の萌芽と成長の経緯

には、県外大手企業の進出が大きな意義を持っ

ている。ここでは、主要な地域や誘致企業の動

向をみることとする。なお、地域別の数値は平

成１３年の製造品出荷額等によるものである。

　ａ．鳥取県
　鳥取県では、特に鳥取市の製造品出荷額等が

２，９８０億円と最も大きい。同市には、電気機械

関連で大小様々な企業が操業しており、企業誘

致により他地域からの工場も多数立地している。

出荷額は、鳥取市に次いで、倉吉市（４５５億円）、
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図表８　都道府県別の電気機械・ＩＴ関連の出荷額（平成１４年）

（資料）経済産業省「工業統計表」　

図表９　電気機械・ＩＴ関連製造業の出荷額構成比（平成１４年）　
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�図表１０　電子部品・デバイス製造業の出荷額の主な内訳（平成１４年）

（資料）経済産業省、鳥取県、島根県「工業統計表」　
（注）構成比は、電気機械・ＩＴ�関連製造業合計に占める割合。事業所数が小数のため秘匿されたもの（�）
があり、主要な業種のみの集計のため、合計は一致しない場合がある。

図表１１　地域別、電気機械・ＩＴ関連の製造品出荷額（鳥取県、平成１３年）

資料：島根県「工業統計表」
（注）平成１３�年の市町村構成による



米子市（４３７億円）が大きく、概して都市部中心

の工業集積となっている。

　また、鳥取市の周辺部でも、岩美郡（２１７億

円）、八頭郡（１６５億円）など、町村部に広く企

業が立地しており、県の基幹産業のひとつと

なっていることを示している（図表１１）。

　ｂ．島根県
　島根県の地域的な特徴としては、県内の大規

模事業所のほとんどが県外からの大手進出企業

によって占められていることにある。

　地域別の製造品出荷額等をみると、簸川郡が

２，７７６億円と最も大きく、鳥取市に匹敵する規

模となっている。これに次いて、出雲市（１２３億

円）、松江市（１１６億円）となっているが、大手

企業の進出が集中している県東部においても地

域的な偏りがみられる。

　また、島根県西部においても、誘致企業の立

地がみられるものの、生産水準が低く、益田市

（１０８億円）、大田市（１０６億円）以外の市・郡の

製造品出荷額等は１００億円未満となっている。

このように、鳥取県との比較では企業集積とし

ての発展はあまりみられない状況となっている

（図表１２）。

３．情報通信サービス業の現状

　次に、情報端末やネットワーク技術における目

覚しい技術革新に伴い、多彩なサービス提供が可

能となっている情報通信サービス業の現状をみる

こととする。

�　産業の枠組み
　情報通信サービス業では、近年の急速な技術開

発に伴い、様々な事業者が参入している。産業分

類をみると、「情報通信業」が設定されており、通

信業、放送業、情報サービス業のほか、「インター

ネット附随サービス業」や「映像・音声・文字情

報制作業」の名称で分類され、業種間の垣根も低

くなってきている。

　同産業は、事業分野が幅広く、技術的にも複

雑・細分化する一方で、端末やネットワーク技術
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資料：島根県「工業統計表」
（注）平成１３�年の市町村構成による

図表１２　地域別、電気機械・ＩＴ関連の製造品出荷額（島根県、平成１３年）



の高度化により、これらを用いて提供できるサー

ビスの内容・機能も多様化している。

�　情報サービス業の概況
　�主要な業種の動向
　経済産業省の「特定サービス産業実態調査

（情報サービス業編）」をもとに、ソフトウェア

業を中心とした情報サービス業の企業動向をみ

ていく。

　ａ．業務の分類
　同調査では、情報サービス業の業務を以下の

ような区分に分類している。それぞれの業務に

おいても、様々な製品・技術分野があり、技術

革新の進展により、専門的で細分化してきてい

る（図表１３）。

　ｂ．事業所数・従業者数の動向
　全国の情報サービス業の事業所数は、平成１４

年で７，６４３社（前年比▲２．４％）、従業者数は

５３４，７３０人（同１．６％増）となっており、平成１０

年調査以降、企業数は、減少傾向がみられる。

　平成１４年の山陰両県の事業所数は５４社、従業

者数は１，３５０人で、ＩＴ化が急速に進む中でも

両県ともに、この５年間では大きな変化はみら

れない（図表１４）。

　ｃ．年間売上高の現状
　�地域別の推移
　全国の情報サービス業の年間売上高は、平成

１４年で１４兆円（前年比２．０％増）となっている。

調査対象の事業所の捕そく、調査対象地域の拡

大等が行われていることを考慮しても、この数

年間は積極的な行政、企業等の情報化投資を受

けて、増加傾向が続いている。

　山陰両県をみると、鳥取県は平成１０年以降

１００億円を超えて推移し、平成１４年は大幅な減

少を示したものの１１９億円（前年比▲１８．５％）と

なっている。一方、島根県は近年増加傾向を続

けており、平成１４年は９８億円（同１１．２％増）と

過去最高となっている（図表１５）。
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図表１４　全国、山陰の事業所数、従業者数の推移

図表１３　主な業務種類の区分

（資料）経済産業省「特定サービス産業実態調査」

概　　　　要業務名称

オンライン情報処理、オフライン情報処理、ＡＳＰサービ

ス、情報処理コンサルティングサービス（ＩＴ投資に係る

企画コンサルティングのみ）等をいう。

情報処理
サービス

特定ユーザーからの受注により、新たに開発・作成する

オーダーメイドのソフトウェアをいい、システムインテ

グレーションサービスや保守業務も含む。

受注ソフ
トウェア
開発

不特定多数のユーザーを対象として、開発・作成する

イージーオーダーまたは既成のソフトウェアをいう（業務

用パッケージ、ゲームソフト、コンピュータ等基本ソフト

に区分）。

ソフトウェ
ア製品

ユーザーの情報処理システム、電子計算機室等の管理運

営を受託するサービス業務をいう。

システム等
管理運営
受託

コンピュータに各種データを収集、加工、蓄積し、要求

に応じて情報として提供する業務をいう。

デ ー タ
ベ ー ス・
サービス

（資料）経済産業省「特定サービス産業実態調査」

【鳥取・島根】

【全国】



　�従業者１人当たりの年間売上高
　従業者１人当たりの年間売上高の推移をみる

と、平成８年までは、両県ともに同水準で推移

してきたが、平成９年以降、鳥取県の金額が大

きく上昇している。鳥取県は、一時は全国の値

を上回ったものの、金額の変動が激しく、平成

１４年は２，０００万円を下回って大きく減少してい

る。一方、島根県は、平成１２年以降は１，４００万

円前後の横ばいで推移しており、全国に比べて

金額が伸び悩んでいる（図表１６）。

　�契約先産業別の売上高構成比
　また、情報サービス業の契約先産業別の売上

高構成比をみると、全国では「製造業」（２１．６

％）、「金融・保険」（１７．９％）、　「同業者」（１４．４

％）の順となっている。これに対して、山陰両

県では「同業者」と「公務」の割合が非常に高

く、合計でそれぞれ６割以上を占めている。

　山陰の産業構造は、企業に占める製造業のウ

エイトが小さく、また、企業規模も中堅・中小

企業の多い状況にある。これらは地方には共通

した傾向と考えられるが、山陰の情報サービス

事業者は情報サービス業以外の民間企業への販

売は少なく、外注あるいは下請け、官公庁の発

注が主体となっている（図表１７）。

　�山陰企業の特色・特性
　ａ．事業展開の経緯
　このような状況の下で、山陰における情報

サービス業は、いくつかの形態で成長してきて

いると考えられる。例としては、製造業や小売

業の電算処理部門が独立して事業を拡大した

ケースや、経営者を中心とする少数の技術者で

構成する小規模のソフトウェア事業者が民間企

業や官公庁関連のシステム導入におけるソフト

ウェア制作の一部を受託し、実績を上げること

により業務を拡張したケース等があげられる。

　これらの企業の中には、山陰だけでなく、山

陽方面、首都圏や関西圏に支店・営業所などを

設置し、県外ユーザーからの受注を獲得する他、

国内外の事業者との提携や技術協力により、新

たなサービス提供をおこなう等の展開がみられる。
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図表１５　情報サービス業の年間売上高推移

（注）平成１０�年には事業所の捕そく、１３年には調査対象
範囲の拡大をおこなっている
（資料）経済産業省「特定サービス産業実態調査」

（資料）経済産業省「特定サービス産業実態調査」

図表１６　従業員１人あたりの年間売上高推移

図表１７　契約先産業別の年間売上高構成比（平成１４年）

（資料）経済産業省「特定サービス産業実態調査」



　ｂ．企業誘致の動向
　また、全国的な情報通信インフラの整備が進

展する中で、山陰においても誘致した情報通信

サービス業が各地で業務をおこなっている。近

年では、松江市内に平成１３年、�ベルシステム

２４松江�����センター、島根ＣＳＫ�の２つの

コールセンター事業者が相次いで進出し、イン

ターネットや電話、���を用いた���（カスタ

マー・リレーションシップ・マネージメント）

サービス、ＩＴ関連の研修・教育サービス等を

おこなっている。また、鳥取県においてもコー

ルセンター事業者として、平成１６年２月、倉吉

市に�コールサポートが進出、同年４月には鳥

取市に進出した�ツーウェイシステム（鳥取プ

ロスペリティセンター）が本格操業し、通販会

社の電話受注業務等を展開している。

　このように、両県での積極的な誘致活動によ

り、山陰における新たな情報通信サービス業が

立地しており、今後の業務拡大による雇用の創

出が期待されている。

４．実態調査にみる山陰企業の経営動向

�　ＩＴ関連製造業アンケート調査結果
　本調査では、山陰両県のＩＴ関連製造業の企業

動向を検討する上で、アンケート調査を行った

（調査期間：平成１５年１０月）。調査は、電気機械器

具製造業を中心とする企業２４６社を対象とし、５５

社（回収率２２．４％）から回答を得た。

　サンプル数は少ないが、ここではこの結果をも

とに山陰企業の経営動向や事業方針等についてみ

ていく。

　�回答企業の概要
　回答企業の属性をみると、「電子部品・デバイ

ス」（４１．８％）が最も多く、「重電・産業用電気

機械器具」（２３．６％）がこれに続いている。

　また、資本金規模も「１千万円～５千万円未

満」が過半数を占め、生産形態をみると、「大半

が受注加工」（６７．３％）と高い割合を占めており、

山陰の��関連製造業の企業立地にみられるよう

に、県外の大手企業や中堅企業の関連企業や協

力工場として位置付けられる企業が多いものと

考えられる（図表１８）。

　�企業の事業動向や今後の課題
　ａ．取引先（市場）の範囲
　主要な取引先の所在地を尋ねたところ、「県

内企業」（１８．２％）と「山陰両県」（１０．９％）を

合わせた約３割の企業は山陰地域で主に営業展

開している。

　一方、最も回答の多かった「全国」（２５．５％）

を対象エリアとする企業や、「首都圏」（１０．９％）、

「海外」（９．１％）を対象エリアとする企業は、国

内に広く営業展開していると考えられ、山陰地

域以外の企業が主な取引対象となっている。山

陰における多品種の製品・部品の製造・加工は、

全国的な企業間の需給関係の下に行なわれてい

ることがうかがえる（図表１９）。

　ｂ．技術分野における強み
　事業の強みと考える技術分野を尋ねたところ、

「高品質・高精度生産」と「納期対応力」（ともに

６０．０％）が最も多く、「単品・小ロット品への対

応力」（４７．３％）がこれに続いた。製品の品質と

納期については、自信を持つ企業が多い一方で、

「コスト競争力」（３４．５％）、「企画開発・製品設

計」（１８．２％）を挙げる企業は少ない（図表２０）。
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図表１９　主な取引先地域別の構成比

図表１８　回答企業の内訳



　ｃ．製品の将来的な需要動向
　企業が取り扱う製品（加工）の将来的な需要

動向について尋ねたところ、「量的には安定確保

ができるが、製品（加工）単価の低下が強まる」

（４３．６％）と、「中国、アジア����等との競

合・追い上げにより、需要量は頭打ちとなる」

（３０．９％）の２つに大きく分かれる結果となった。

　比較的明るい見通しを持つ企業は、１割未満

となっており、大手企業による生産拠点の海外

移転、中国や台湾等のアジア地域企業の台頭と

相俟って、先行きを懸念する傾向がみられる

（図表２１）。

　ｄ．研究開発において重視する方法
　研究開発を行う場合に重視する方法（パート

ナー）を尋ねたところ、「親会社と連携する」

（現状、今後ともに４１．８％）が最も多い。『現状』

では「自社のみ」（３６．４％）、「販売先と連携す

る」（２９．１％）が続いている。『今後』の上位２

番目以降についてみると、「自社のみ」と「公的

研究機関と連携する」（ともに３４．５％）が同率で

続いている（図表２２）。

　山陰の企業では、誘致企業や県外大手企業の

協力工場等が多いことから、親企業との関係が

緊密であるが、今後は、産学官連携に対する意

欲もみられる。

　ｅ．職種別従業者の過不足感と今後の対応
　企業における職種別従業者の過不足感を尋ね

たところ、以下のような結果となった。各業種

ともに、「適正」とする企業が多いが、設問に挙

げた職種に関して、過剰（「過剰」もしくは「や

や過剰」）と回答した割合は全般に低く、「やや

不足」の割合が高いことから、職種によっては

潜在的に不足感を持つ企業が多いものと考えら

れる（図表２３）。

　また、「やや不足」、「非常に不足」と回答の

あった企業に、その対応方法を尋ねたところ、

「即戦力の採用」（４１．８％）が最も多く、「既存の

社員の能率向上・作業効率のアップ」（３４．５％）、

「派遣・契約社員の活用」（２１．８％）が続いてい

る（図表２４）。

　不足感のある職種は、高度な知識と経験を必

要とする専門職であり、また、コスト削減が求

められる状況においては、中途採用等によって
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図表２０　事業の強み（複数回答）

図表２１　取扱い製品の将来的な見通し

図表２２　研究開発において重視する方法（複数回答）



必要な人材を必要なタイミングで確保する意向

が強いものと考えられる。

　

　ｆ．海外進出の実施状況
　海外進出の現状については「自社が海外進出」

（５．５％）と「自社が現地法人に投資・提携」

（１０．９％）を合わせた約１６％が何らかの形で海外

での事業展開を行っている。

　また、「県外本社が進出」（９．１％）している

ケースもあることから、山陰地域の企業でも国

外の市場動向と関わりの強い製品・部品が取り

扱われていることが確認できる（図表２５）。

　ｇ．経営上の課題・問題点
　�経営上の課題・問題点
　企業の抱える経営上の課題・問題点をたずね

たところ、「コストダウンの要請」（７２．７％）が

最も多く、「受注のばらつき」（５２．７％）、「受注

量の減少」（４５．５％）等が続いている（図表２６）。

　取り扱う製品・部品によっては、山陰の企業

も海外製品を含む厳しい価格競争にさらされて

いると考えられ、受注面の課題が企業の懸案事

項となっている。

　�目指すべき経営の方向
　ＩＴ関連産業は、急速な技術革新により、産

業を取り巻く経営環境の変化が著しい。このよ

うな中で、目指すべき経営の方向性を尋ねたと

ころ、「製品の高付加価値化」（６０．０％）が他の
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図表２４　不足感のある職種への対応方法（複数回答）

図表２３　職種別従業者の過不足感

図表２５　海外進出などの状況

図表２６　経営上の課題・問題点（複数回答）



項目を大きく上回っている。

　一方で、「事業分野の拡大・新分野への進出」

（３６．４％）や「自社製品の開発」（２９．１％）など、

事業の拡張を目指すものと、「自社の専門分野

の絞込み」（３０．９％）、「企業規模のスリム化」

（２７．３％）など、今後の先行きを考慮し、経営体

制の再編・見直しを挙げるものが混在しており、

企業の経営方針の違いを示す結果となった（図

表２７）。

　ｈ．事業展開において希望する支援
　事業展開において、強化を希望する支援施策

についてたずねたところ、「税制面での優遇」

（４９．１％）が最も多く、「人材育成・採用に関す

る支援」（４１．８％）、「制度利用条件の緩和」、

「販路開拓支援」（ともに３４．５％）が続いている

（図表２８）。

　山陰両県では、自治体間の競争の中で、企業

誘致をはじめとする企業立地や創業にかかわる

支援制度を講じている。

　これに関して、さらなる支援や条件緩和等を

求める意向があることから、行政等関係団体に

おける制度の拡充や支援事業の強化が期待され

る。その前提として、企業自らが既存制度を積

極的に活用することが求められる。

　�　企業ヒアリング結果の概要
　アンケート調査に併せて、企業ヒアリングを

行った。製造業では、電気機械器具製造業の中

でも両県でウエイトの高い電子部品・デバイス

関連の企業を中心に行った。

　情報通信サービス業に関しては、規模や事業

分野を考慮して、受託ソフトウェア開発やシス

テムインテグレーション等を行うソフトウェア

業を中心としている（調査期間：平成１５年１０月）。

　�ＩＴ関連製造業
　ａ．受注・生産体制
　山陰の大手企業では、関西圏等に本社が立地

する大手メーカーの生産拠点やグループ企業と

して位置づけられる企業が多く、自社製品の開

発・製造・販売を一貫して手がける企業は多く

ない。

　山陰の製造業を牽引する誘致企業では、平成

１２年末以降のいわゆるＩＴバブルの崩壊の影響

から、人員調整を含めて事業計画の転換を迫ら

れた企業も多いことから、現状ではコスト低減

に努め、価格競争力を維持しつつ、市場に求め

られる付加価値の高い製品づくりを追求するこ

とが重要ととらえている。

　また、中堅・中小企業においては、発注企業

の仕様に基づいて、製品・部品の設計、部材調

達、製造、加工・組立等を担っている。電子部

品を製造する企業の中には、独立した経営を目

指して、従来は売上高の９割を受注していた発

注元に依存せず、複数の企業からの受注生産に

対応する動きがみられる。その手法として、大

手メーカー、商社等に対し、技術力や生産能力

を強みとして高品質な部品設計を提案するなど、
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図表２８　強化を希望する支援施策（複数回答）

図表２７　目指すべき経営の方向（複数回答）



積極的な姿勢をとっている。

　ｂ．技術動向の見通し
　ＩＴ関連の技術分野は、技術革新が著しく、

価格競争も激しさを増しているが、全体として

は今後も幅広い分野での需要が見込まれている。

例としては、カーエレクトロニクス関連、家電

関連では、ＩＴを活用した機器、サービスの開

発・提供が期待されている。また、携帯電話な

どの通信機器では、海外市場での需要回復、特

に高成長が続く中国向けに市場拡大の期待が大

きいようである。

　一方で、環境負荷物質低減・削減への対応、

リサイクル対応は製造業に共通した課題であり、

重要なテーマとなっている。企業や自治体での

環境���（���１４００１）の認証取得が進む中で、

グリーン調達（有害化学物質の使用抑制やリサ

イクルの容易さなど環境保全・安全性での観点

で資材や部品を選別、調達する仕組み）を推進

する発注元が、企業独自の審査・管理基準を設

けて取引先を峻別する動きも出ており、取引先

との関係維持、顧客開拓のために対応が必要と

なっている。

　ｃ．海外生産の動向
　大手メーカーにおける生産拠点の海外移転の

動きが進展する中で、山陰の企業でも既に海外

に生産拠点を設立したり、現地法人との提携や

委託生産を行っている。取り扱う製品・部品に

よっても異なるが、顧客となるメーカーが中国

等での海外生産にシフトする以上、関連製品を

生産する企業もこれに対応する必要が出てきて

いる。

　一方で、製品によっては発注元が日本生産品

に限定するケースもあることから、現地での品

質管理、労務管理等における課題を解決し、品

質向上に努めるとともに、国内と海外の生産体

制の位置づけを常に精査することが求められて

いる。

　ｄ．人材の育成・確保
　生産効率の向上、受注単価の低下によるコス

ト削減に対応するため、パート、派遣社員・契

約社員の活用、外国人研修生の受け入れ等が活

発に行われている。

　その一方で、アンケート結果と同様に、設

計・開発技術者、財務・経理等の経験者や、外

国企業に対応できる営業職が不足しているとの

声もある。山陰企業においては、発注元からの

コストダウンの要請が強く、計画的な受注獲得

が困難な状況において、即戦力となる人材を中

途採用によって確保しようとする姿勢がみられ

る。

　�情報通信サービス業（受注ソフトウェア開発
　　を中心に）
　ａ．受注面
　ソフトウェア開発の受注では、主に特定の

ユーザーからのオーダーメイドのソフトウェア

開発業務や、システムインテグレーション

（様々なメーカーの製品・端末やソフトウェアを

用いて最適なシステムを構築する）のサービス

を提供している。

　企業の規模によって、対応可能な分野は異な

るが、小規模であっても製造業からサービス業

まで幅広く対応する事業者、流通業・金融業等

の専門業種に特化したシステム開発を得意とす

る事業者、あるいは山陰及び山陽方面に営業所

を設けて営業展開する事業者など、様々な形態

がみられる。

　山陰では、地場の民間企業、自治体を主な顧

客としているが、専門分野での実績を生かして

開発した業務用等のパッケージソフトを武器に、

むしろ全国（あるいは海外）を市場として事業

展開を図ることで、地方企業の独自性を出そう

としている。

　ｂ．人材面
　情報通信サービス業においては、コンピュー

タ技術を駆使する専門的かつ特殊な産業である

が、システム設計やプログラムを担うのはすべ

て「人」である。例えば、ソフトウェア開発の

プロジェクトを１件完成させるまでにも、様々

な過程を経て制作し、それぞれに人の手が介在

するという労働集約的な面がある。

　専門的な知識、次々と登場する新しい技術を

吸収することが求められるとともに、顧客とな

る製造業、流通業、金融業、病院、自治体等の
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業務ノウハウ（業界知識、専門用語）を十分に

理解し、受注元の担当者と同じ言葉で意思疎通

を図る能力が非常に重要となる。

　このため、新卒者の研修・指導にはコストが

かかるが、他の業種と同様に短期間で離職に至

るケースも増えてきている。企業では、経験者

採用に力を入れるケースもみられ、�・�ターン

者採用も積極的に行われている。その場合にも

企業の求める技術や経験を持った人材には不足

感が強いようである。

　ｃ．技術・サービス面の見通し
　システム受託開発では、受注単価の低下、県

内外企業の競争の激化、また、情報化投資がひ

と段落したことや景気の低迷でシステム更新・

リニューアルを控える動きがあること等、これ

まで好調に推移してきた情報サービス業を取り

巻く環境にも変化が出てきている。

　ＩＴは、依然として産業や生活に浸透を続け

ており、山陰をはじめとして、国内外における

ニーズは十分に見込まれている。しかし、その

際、顧客の経営・事業戦略を実現する提案型の

システム開発、新たな技術とのマッチング等、

より付加価値の高い開発を行なうことが必要と

なっている。

　また、情報通信インフラの整備が進展してお

り、システムの運用・保守を含めた顧客のＩＴ

利用に係る業務を一括してアウトソーシングに

より受託することで、継続的なサービス提供を

行う方向もみられる。

　ｄ．事業展開の方向性
　消費者や企業のＩＴ利用が進展し、企業間の

競争が激化する中、ユーザーとなる民間企業の

ＩＴ導入・活用は、今後の各社の事業戦略にお

いてますます欠かすことのできない要素となる

と考えられる。そこで、企業経営等における

「情報」という重要な分野に関わる情報サービス

事業者が、どのような価値（問題解決機能）を

提供できるかが、さらに要求されると考えられ

ている。

　また、インターネット等のネットワーク環境

の発達により、地域を越えた競争がさらに激し

くなることから、ＩＴの特性を活かして、山陰

に立地する企業としても首都圏や西日本等、さ

らに広域的な展開が必要との認識もみられる。

５．課題の整理と今後の展望

　これまでみてきたようにＩＴ関連産業は、電気

機械器具製造業を中心に山陰において、生産面、

雇用面で高いウエイトを占めている。製造業、情

報通信サービス業ともに技術革新のスピードが速

い分野であるだけに、今後の方向性を判断するこ

とは難しいが、全国的な動向を踏まえ、課題を整

理し、山陰における同産業がさらなる発展の方向

性に向かって活性化・高度化するための展望と地

域としての対応をまとめておきたい。

�　ＩＴ関連産業の課題の整理
　�ＩＴ関連製造業
　山陰のＩＴ関連製造業は、大手電機メーカー

等の誘致企業を中心とした弱電製品、電子機器

等の開発・生産動向と強い関連がある。電気機

械製造業において、生産拠点の海外シフトが進

展する中で、独自の製品開発やこれに係る技術

力の強化、効率的な生産体制の構築を行なうと

ともに品質及び価格競争力の維持・強化が求め

られている。

　ａ．誘致企業中心による長所と短所
　地域的な特徴にみられるように、山陰におけ

るＩＴ関連製造業は、県外からの企業誘致の取

り組みと深い関わりを持っている。これらの誘

致企業が山陰で成長・拡大することにより、関

連企業や新たな工場等が地域内に設立・操業し、

さらに、取引関係のある県外企業の誘致を促進

すること等を経て、産業として発展してきてい

る。

　一方、誘致企業中心であることの短所として

は、産業に占める誘致企業のウエイトが非常に

高いことが挙げられる。また、誘致企業と地域

（地元企業）とのつながりが薄いことも懸念され

ており、県外本社の経営方針によっては誘致企

業自体の規模縮小や事業内容の変更も起こり得

ることから、誘致企業の関連企業や下請企業等

を含めた地域の生産面、雇用面への影響も大き

いと考えられる。
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　ｂ．製造品質及び価格競争力の維持
　山陰では、誘致企業を中心とする電気機械器

具製造業等が集積・発展する地域もあることか

ら、独自の製品・部品を開発・製造する企業も

みられるが、概して協力工場や下請として位置

付けられるものが多く、親企業や大口取引先等、

売上に占める最大顧客の割合が高い状況にある

ものと考えられる。

　このような中で、情報通信機器をはじめとし

て製品・部品の軽薄短小化が進展するとともに、

多機能化、高度化もみられ、より高性能で安価

な製品を短いサイクルで市場に投入する傾向が

みられる。

　これに合わせて製造業全般に、コスト削減と

海外市場の開拓等を目的として、生産拠点の海

外移転（海外委託生産）など、国内生産とのバ

ランスをみながら国際的な分業体制へ移行する

動きが顕著になっている。地方に立地する企業

においても、中国等への進出や提携を行なって

おり、グローバルな経営環境の変化に対応する

ための製造品質・価格競争力の維持が課題と考

えられる。

　ｃ．自社製品や生産技術・手法の確立
　山陰の中小企業においては、電子部品・デバ

イス関連などを中心に、取引先の仕様に基づく

部品の組立・加工、受注生産を行なう企業が多

く、アンケート調査結果によると、「製造品質・

製品品質の向上・安定化」や「歩留まり向上、

量産化、自動化など生産効率向上」を今後の重

点事業と捉えている。

　一方で、労働集約的で付加価値の低い量産品

は、中国等での低い製造コストによる生産にシ

フトしてきており、国内ではより付加価値の高

いモノづくりが求められている。

　山陰の中小企業において、新らたに自社製品

を開発し、製造・販売するには資金面や人材面

での課題も多いが、さらに国際的な企業間競争

の激しさが増すことが予想される中で、親企業

や取引先との連携により「独自の製品開発」、

「迅速かつ柔軟な生産体制の構築」に努め、他社

との差別化を図っていくことが必要と考えられ

る。

　ｄ．販路開拓と営業力の強化
　国内外を問わず、価格面での競争が激化する

中、従来からの大企業を中心とする系列的な企

業集団の体制が崩れつつあり、部品の標準化、

部品調達先の多様化が進展している。加工・組

立等の受注生産を主要な業務とする企業におい

ても、自らの生産技術や生産体制の強みを積極

的にアピールしなければ、受注を獲得すること

が困難となってきている。

　概して、中小製造業では、生産・加工技術を

保有しているものの、具体的な業務の受注や製

品化に結びつけることが難しく、受注の安定的

な獲得は常に課題となっている。

　ヒアリングにおいても、県外や国外の企業を

顧客とする事業者において、販路の開拓、営業

面について、強化の必要性を挙げる企業が多い。

中堅・中小企業では、価格、品質、納期、環境

保全・リサイクルへの対応等の生産体制におけ

る優位性を示し、新たな顧客を獲得していくこ

とが重要と考えられる。

　�情報通信サービス業
　情報通信サービス業の範囲は、非常に幅広く、

それぞれの企業の事業分野は様々で一概に論じ

ることはできないが、ソフトウェア業を中心に

以下の点を挙げることができる。

　ａ．基盤となる製品やサービスの確立
　山陰の情報サービス事業者では、地域密着型

で自治体や地場企業向けの各種システム開発、

保守・メンテナンスなどのサービス提供を行な

う事業者と、小規模ながらも東京や大阪に営業

所を設けて、受注ソフトウェア開発を行う事業

者がみられる。

　これらの事業者では、同業者からの下請や外

注にとどまらず、大手メーカーとの提携等によ

り、自社製品（パッケージソフトウェア等）の

開発・販売を行なうケースもみられる。

　情報化に関して一定の普及がみられる中で、

事業者の規模の大小を問わず、いかに独自の製

品やサービスの提供ができるかが改めて重要と

なっている。
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　ｂ．高度な人材の確保・育成
　ソフトウェア開発やシステム構築は、まぎれ

もなく「人」の手によって行われるものである

が、近年、その技術革新はめざましく、技術動

向を観察・把握し、専門的な知識を常に更新し

ていくことが必要とされる。また、山陰の情報

サービス事業者では、業種や業界を特定した

サービス提供をおこなっているケースもみられ、

その際には顧客の業務ノウハウを熟知している

ことが前提となる。

　全国的にも、システムエンジニア（��）等、

情報通信サービス分野の人材は全般的に不足し

ているといわれており、自治体としても「高度

ＩＴ人材育成」等のメニューを設置して、人材

育成を行なう地域もみられる。ヒアリングによ

ると、山陰においても、開発に従事する人材の

不足を挙げる企業は多く、中途採用による確保

も難しいとの声がある。なかでも、システム開

発全体を統括する人材の確保・育成が課題と

なっている。

　ｃ．受注ルートや販路の確保
　情報通信ネットワーク環境の整備が進展する

中で、ＩＴの特性を利用して地方の情報通信

サービス事業者においても全国の企業や自治体

を対象とした営業展開、サービス提供を行なう

ことが可能となってきている。受注ソフトウェ

ア開発等の際は、担当者同士が連絡を密にし、

フェイストゥーフェイスで話し合うことが前提

になるが、首都圏をはじめとして全国から業務

を受注する機会は拡がっている。

　一方で、山陰の地場企業や自治体を主要な顧

客とする事業者にとっては、山陽や関西方面の

事業者との企業競合も増えてきていると考えら

れる。山陰の中小ソフトウェア事業者等にとっ

ては、地域に根ざしたサービス提供を行なうと

共に、拡大するビジネスチャンスを獲得するた

めにも、自社製品や独自のノウハウを武器に、

いかに安定した受注を確保していくかが重要と

考えられる。

　ｄ．新分野の開拓
　山陰においても、情報通信インフラの整備が

進展し、インターネットや携帯電話の利用は住

民の日常生活や企業活動に一定の普及がみられ

る。

　平成１３年に政府のＩＴ戦略本部において策定

された「�－�����戦略」の下で様々な施策が展

開されており、全国の自治体でＩＴ化に係る構

想・計画を策定・推進している。その中でも

「電子政府・電子自治体の構築」は、近年の市

町村合併と相俟って、情報通信サービス業に

とっても大規模な市場となっている。ヒアリン

グによると、市町村合併等の実施に関わる自治

体の情報化投資は、当面の大型案件として受注

確保に寄与するが、その後の動向を考慮し、民

間企業やその他の分野の需要を発掘することも

必要との声もある。

　山陰の情報通信サービス業では、同業者や官

公庁からの受注のウエイトが高いことから、行

政分野での地域情報化に限らず、企業や個人の

持つニーズを汲み取りつつ、新たな技術分野の

志向やサービス開発・提供に向けた取り組みが

必要と考えられる。

�　今後の展望
　ＩＴ関連では、今後も他の産業と一層の連携に

より市場の拡大が期待される。これを実現するた

めにも、情報通信機器分野とソフトウェア分野が

相互に絶え間ない技術開発を行うことが求められ

る。

　�ＩＴ関連製造業
　ａ．専門分野への集中と技術・製品開発
　情報通信機械や電子部品等を中心に、ＩＴ関

連産業全体としての成長は今後も見込まれるが、

部品の開発・製造、受託生産等を手掛ける企業

が多い山陰の企業においては、機器メーカー等

の動向をいち早く察知し、必要と思われる部品

の要素技術（部品の埋め込み・造り込み技術、

材料技術、接続技術など）の開発を行ない、機

器メーカーからの要求に対応（提案）していく

ことが重要となる。

　山陰の電子部品・デバイス製造では、情報通

信機器等のさらなる小型・薄型化に対応し、コ

スト、品質などを十分に考慮しながら、部品の

特色・強みを活かした営業展開を行なうことが

方向となろう。また、これを通じて、現状では
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自社製品を持たない企業においても、独自の設

計・組立方法の開発、さらには自社製品開発と

いった方向に展開していくことが期待される。

　ｂ．生産体制の見直し・効率向上
　�国際的な分業体制への対応
　電気機械器具を始めとして、中国や東南アジ

ア等の安価かつ豊富な労働力の確保、また、

「需要のあるところで製品を製造する」ことを目

的として、家電メーカーや部品メーカーが生産

拠点の海外移転をおこなってきている。

　国内の大手電機メーカーでも、不採算部門の

撤退や子会社の再編、国内外の企業間で事業提

携を行なうなど、事業再編をおこなってきてお

り、一社のみで素材開発、部品設計、製造・組

立、販売、サービス・保守をフルサービスで手

掛けることにより形成されるこれまでの系列的

な企業集団の体制は弱まっていくことが予想さ

れる。

　山陰に立地する企業としては、規模の大小を

問わず、国際的な分業体制の中でどのように位

置を占めるかが問われることとなり、製造技術

の高度化、工法や製造工程の改善を積極的に行

なっていく必要があると考えられる。

　�環境対策
　環境関連の取り組みについては、省エネル

ギー、省資源や環境負荷の低減を目的として産

業全般に問われる視点であるが、電気機械にお

いてはグリーン調達、家電リサイクルに関する

法制度への対応等、先導的な取り組みが求めら

れている。

　環境先進国の��では、電子・電気機器分野

で廃製品のリサイクルと特定有害物質の使用規

制をメーカーに義務づける規制が成立している。

欧州に製品を輸出している電機メーカーの対応

は、開発・設計と同等の重みを持って取り組む

べき課題となっている。山陰の企業においても

電子機器の輸出や現地日系企業への部品供給等

が増加する中で、部品メーカーや受託生産をお

こなう事業者としても、これに対応した生産体

制が求められる。

　�情報通信サービス業
　多岐にわたる業務が想定される情報通信サー

ビス業は、ユーザーとなる企業や世帯の集中す

る大都市型の産業という色合いが強い。情報通

信インフラが整備・高度化する中で、地方に立

地するソフトウェア業等に関しては、さらに技

術力を高め、顧客への問題解決機能をどのよう

に提供していくかが問われると考えられる。

　ａ．さらなるソリューションの提供
　パソコンやインターネットの利用が一定の普

及を示している中で、情報通信サービス事業者

はユーザーからの業務の効率化やコスト削減、

顧客満足度の向上等に係る依頼に対して、安定

した付加価値の高いソリューション（問題解

決）を提供できるかが問われている。

　情報システム開発は今や、企業の経営方針と

一体のものであり、業務の心臓部を支えるよう

になっている。電子商取引の基幹システム等で

は、システムトラブルやセキュリティ上の問題

でダウンすることがあると、単に業務が中断す

ることに留まらず、取引機会の損失や信用低下

により大きな被害をこうむることになる。

　情報化投資における選択と集中の傾向が強ま

る中で、情報通信サービスが経済活動の重要な

機能を果たしていることから、このような方向

性はより重視されるものと考えられる。

　ｂ．専門分野への特化
　地方に立地する情報通信サービス業の発展方

向としては、地域密着型のサービス提供によっ

て特定地域におけるソリューションのリーダー

となることが想定される。一方で、ニッチの領

域で高度な技術提供を可能とする企業や、コン

サルティングや特定の開発技術でユーザーの課

題に貢献する場合もあろう。

　いずれにしても、地方に立地する企業が営業

展開をしていく上では、自社の強みとする専門

分野へ特化し、これを通じた製品・サービス開

発等を行なうことで、大都市圏の企業との差別

化を図ることが求められる。

　そして、独自の技術や得意分野を構築する中

で、地域内外で専門的な技術を持つ同業者、異

業種の事業者や大手企業との共同開発等により、
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ソフトウェア受託開発やパッケージソフト開発

のチャンスを獲得していくことが堅実な成長に

つながると考えられる。

　ｃ．技術革新への対応と経営基盤の強化
　情報通信サービス業は、近年の情報通信機器

の低価格化、高速インターネット接続サービス

の普及などを経て、企業活動や消費者の生活に

欠かせないものとなっている。今後は、情報通

信機器の高機能化・小型化等とこれを活用した

サービスの登場と相俟って、例えば、携帯電話

を活用した新たなサービス、個人認証などの情

報セキュリティ対応等において、技術分野はさ

らに多様化・細分化していくものと考えられる。

　情報通信サービス業においては、「人」が最大

の経営資源であり、目覚しい技術革新へ対応し

ていくことは、管理者、技術者自身の能力向上

が前提となる。そのため、技術変化に対応でき

る柔軟な発想を持った若年者等の確保、教育・

研修体制の構築に加え、産業としての歴史の浅

い業種であることから、人事評価体制の検討・

見直し等を行い、新人、中堅、ベテランの各層

のモチベーションを高め、適正かつ透明性のあ

る制度の導入・運用も重要となろう。

�　地域としての対応
　ＩＴ関連産業における国や地域を超えた競争が

激しさを増す中で、地域の将来を担う産業のひと

つとして、さらなる発展を維持する上では、既存

の企業の活性化と地域の物的・知的資産の活用を

通じて地域に根ざした持続的な成長を促すことが

期待される。

　�地場企業の活性化支援
　全国の自治体では「新事業創出促進法」（平成

１１年２月施行）に基づいて、産業支援機関の連

携を図ることにより、研究開発からその研究成

果を活用した事業展開に至るまでの各段階にお

いて、新事業創出に寄与する総合的支援体制を

構築している。これはＩＴ関連産業に限定する

ものではないが、産業振興において企業誘致だ

けでなく、地場企業の育成・活性化に注力する

方向にあり、既存企業の技術や経営の強化、新

規分野開拓の支援を通じた産業の高度化が期待

される。

　ＩＴ関連製造業に関しては、企業の規模や生

産品目によって、顧客企業や営業エリアは様々

であるが、国際的な競争が激化し、海外への生

産拠点がシフトする状況に対して、いかにして

山陰を拠点に事業展開を行なう企業を活性化さ

せ、地域に残る中核産業として維持・強化する

かが問われていると考えられる。

　また、企業の発展に不可欠な人材を確保する

ため、Ｕターン、Ｉターン等の促進により即戦

力となる経験者採用の支援を行なうとともに、

インターンシップ制度の強化等により、大学・

高専等に集まる人材の地域外への流出を抑え、

地域での就業に結びつける取り組みが求められ

る。

　�誘致企業と地元産業の一体化推進
　山陰地方のＩＴ関連製造業は、大手誘致企業

の進出・発展により成長してきており、地域の

生産面、雇用面に与える影響も大きい。このた

め、誘致・操業した企業の動向は地域の盛衰に

も関わる事柄であり、行政や産業界も様々な面

から支援をおこなっている。

　しかし、誘致した企業の規模が大きく、非常

に先端的な分野の製品開発・生産を行なう場合

や、加工・組立に特化した自己完結型の企業の

場合などは、地元の企業との取引や協力関係を

構築することが少ないことが指摘されており、

地域に誘致企業が根付いていないことが懸念さ

れる。

　これまで、大手誘致企業は、山陰で大規模な

設備投資を行ってきており、急速な規模縮小や

撤退等は想定しにくいが、地域の産業として発

展していくためには、地域の下請企業や協力工

場との一層の連携や技術協力による一体化が期

待される。また、地元企業は行政・大学等と協

力して誘致企業との取引関係を構築・維持する

とともに、誘致企業を含む顧客への提案型企業

への成長に向けた技術力の向上や生産体制の強

化等が期待される。

　なお、両県をはじめとする山陰の各自治体で

は企業誘致に係る様々な支援措置を講じており、

大規模な工場誘致には至らずとも、山陰の既存

企業と親密な取引関係にある企業や研究開発型
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企業等を対象として、今後も粘り強い誘致活動

が求められる。

　�産学官連携の促進
　新産業創出に係る支援機関を構成するものと

して、地域の大学、公的研究機関（産業技術セ

ンター等）があり、産学共同による新製品開発、

大学発ベンチャーの育成等の取り組みが全国的

に行なわれている。

　これまでも、産学官連携は地域振興、人材育

成等に係る様々な方策として推進されてきてい

るが、平成１６年４月に独立行政法人となった国

立大学においては、地域共同研究センター等を

中心とした地域貢献への取り組みにますます重

要性と期待が高まる。山陰両県においても、県、

公的研究機関とともに具体的なプロジェクトを

掲げて目標達成に向けた事業が実施されている。

　前述のＩＴ関連製造業に対するアンケート結

果においても、今後の研究（技術）開発の方法

として「大学・高専との連携」、「公的研究機関

との連携」に意欲を持つ企業がみられた。地元

企業との連携による成果を可能な限り情報提

供・��し、企業のニーズに応える技術協力・共

同研究を推進し、大学や公的研究機関の地域に

おける資産としての価値を高め、内発型の産業

創出を展開することが期待される。
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